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1990年代のアメリカの好景気と
グローバリゼーション

田村    考司

Ⅰ 課題設定
アメリカ経済は1991年3月から2001年3月

まで平時では最長の景気拡大を記録し、日欧

が低成長に喘ぐ中で一人勝ちの様相を呈した。

こうした現実を背景として、1990年代後半頃

からニューエコノミー論、すなわちアメリカ

経済には何らかの構造変化が生じており、景

気循環を克服して永続的な繁栄を享受できる

との考え方も台頭した。しかし、2000年初頭

のITバブルの崩壊、2001年9月の同時多発テ

ロ、エンロン・ワールドコムに代表される不

正会計問題などによりアメリカ経済は不況局

面入りし、2003年2月現在でもかつてのよう

な成長路線には復帰できておらず、ニューエ

コノミーも終焉を迎えることになった。

とはいうものの、10年間にも及んだ長期好

景気を可能にしたメカニズムの解明は研究課

題として残っている。好景気の要因について

はIT化、株高、労働市場の柔軟化など様々な

ものが挙げられているが、私はアメリカン・ス

タンダードのグローバル・スタンダード化も

要因の1つに位置づけられる必要があると考

えている。1990 年代以降のグローバリゼー

ションの急速な進行と各国経済間の相互依存

関係の深化は、各国経済構造の国際的調整を

促すことになり、その過程の中からグローバ

ル・スタンダードが形成されることになる。こ

のグローバル・スタンダードの内実はアメリ

カン・スタンダードであることが一般的に指

摘されてきたが、このことはアメリカ企業に

とって有利な国際競争のルールが形成されて

いることを意味する。したがって、ニューエ

コノミーはグローバリゼーションないしグ

ローバル・スタンダードによって実現してい

る側面があると考えられるのである。

　本報告では以上の仮説に基づき、次のよ

うな手順に従って考察を進めていきたい。グ

ローバル・スタンダードと一口に言っても、そ

れは技術標準、コーポレート・ガバナンス、経

済的諸制度・慣行など次元や性格の異なる多

様な領域に及んでおり、グローバリゼーショ

ンから受ける影響も異なるため、それぞれ別

個に考察される必要がある。そこで私はさし

あたり研究対象を技術標準に限定して、課題

に接近したいと思う。

Ⅱ 技術標準をめぐる規格競争
技術標準は策定プロセスに着目して分類す

るとデファクト・スタンダード（市場におけ

る企業間競争の結果として成立するスタン

ダード）とデジュリ・スタンダード（標準化

機関が一定の手続きを経て策定するスタン

ダード）に大別されるが、本報告では後者に

焦点を当てることにする。その理由は、ニュー

エコノミーとの関連ではアメリカ企業による

デファクト・スタンダードの掌握という側面

のみが強調され，デジュリ・スタンダードの

掌握を目指すアメリカ企業・政府の取り組み
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を見逃してきたきらいがあると考えるためで

ある。

国際標準化機関の代表的なものは、ISO（国

際標準化機関）、IEC（国際電気標準会議）、

ITU（国際電気通信連合）である。これらの機

関では一定の手続きに基づいて標準規格が策

定されるが、その過程は各国代表者を媒介と

した各国企業間のデジュリ・スタンダードを

めぐる規格競争である。規格競争とは、ほぼ

同一の機能を提供する製品に関して基本的規

格が異なる複数の製品が存在する場合に行わ

れる企業間競争のことであり、デジュリ・ス

タンダードをめぐるそれの典型的事例が

HDTV（高品位テレビ）と第3世代携帯電話

（IMT－2000）である。

紙幅の都合から両者のケーススタディを割

愛せざるをえないが、デジュリ・スタンダー

ド掌握の一般的意味は①自社製品の市場の確

保とスケールメリットの発揮、②ロイヤリ

ティー収入の確保、③自社技術が次世代技術

の基礎に活用されやすくなる、などである。

Ⅲ 1990年代に入ってからのアメリカの
標準化政策の強化

アメリカ企業は1980年代後半以降、デジュ

リ・スタンダードへの関心を高めている。そ

の一般的背景の第1は、アメリカ経済の対外

貿易依存度の上昇である。1970年代以後、ア

メリカ経済の貿易は概して輸出入ともに経済

成長率を上回る速度で拡大しており、アメリ

カ経済は外国経済との相互依存関係を深めて

いるのである。

第2は、アメリカ経済における情報通信産

業の比重が高まったために、標準化に戦略的

位置づけを与える必要性が増大したことであ

る。この産業では製品の機能を発揮するため

には相互に接続されなければならず、通信手

順の標準化が必須とされるし、また無線分野

では周波数を利用するのでその国際的配分に

ついての合意が必要とされる。しかし、すべ

てを市場任せにしたのでは、これらの実現は

困難であり、基盤的技術についてはデジュリ・

スタンダードを策定せざるをえない。

第3は、ヨーロッパ諸国の標準化政策の強

化である。ヨーロッパ諸国は経済統合を進め

る中で製品規格などの技術的障壁の撤廃を政

策課題の1つとして取り上げ、CEN（欧州標

準化委員会）とCENELEC（欧州電気標準化

委員会）が主体となって、各国の国家規格を

欧州規格に置きかえている。さらに、ヨーロッ

パ諸国は欧州規格をグローバル・スタンダー

ドにしようと国際標準化活動に積極的に関

わっている。その内容は、①幹事国業務の積

極的引き受けである。幹事国は国際規格の原

案を取りまとめる任務を負っており、原案の

内容を自国企業にとって有利になるよう作成

できる、②票数の優位性である。CEN と

CENELECへの加盟国は19カ国であり、欧州

諸国は結束すれば、標準化交渉の各段階にお

ける投票において最大19票を行使できる、③

ウィーン協定・ドレスデン協定の活用である。

前者はISOとCENの間、後者はIECとCEN-

ELECの間に結ばれた協定のことで、一定の

条件を満たせば欧州規格をそのままISOの原

案として取り扱うという欧州規格の特権的地

位を認める性格を有している。

第4は、WTOの新TBT協定（貿易の技術

的障害に関する協定）である。ガット・ウル

グアイラウンドではTBT協定の改定が1つの

テーマとなり、その結果、新TBT協定では加

盟国は自国規格を原則として、ISOや IECが

策定する国際規格に合わせなければならなく

なったのである。この新協定推進の主導的勢

力はヨーロッパ諸国であり、国際標準化活動

での成果を補完する狙いがあったと思われる。

以上の4点からアメリカ企業がデジュリ・ス
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タンダード掌握に積極的になるにつれて、ア

メリカ政府も競争力政策の一環として標準化

政策を強化し始めた。アメリカにおける標準

規格の策定は基本的に民間部門主導で行われ、

政府の関与は伝統的に安全、健康、環境、顧

客保護など公共の繁栄に影響を与える領域に

限られてきたが、1980年代後半以降、アメリ

カ政府の標準化政策を見直す必要があるとの

議論がなされ、1990年代にはその傾向はより

強められることになった。こうした結果、国

家技術標準院（NIST）の役割が強化されるこ

とになった。NISTはレーガン政権期の1988

年包括通商・競争力法により、商務省内の国

家標準院（NBS）が改組・拡充されて誕生し

た政府機関である。1988年包括通商・競争力

法が通商面では301条アプローチを全面に押

し出すと同時に、産業競争力強化のための諸

措置を定めた法律であることからも、アメリ

カ政府が標準化を産業競争力と直結するもの

と位置づけていたことがわかる。

1996年2月に成立した「技術の移転及び向

上に関する法律」によりNISTには民間と政

府の標準化活動を調整する役割が与えられ、

同年、NISTと米国規格協会（ANSI）は国際

標準化活動の強化に向けたメモランダム（覚

書）を締結した。続いて2000年にはNISTと

ANSIは「米国国家標準化戦略」を策定した。

こうした国内における標準化体制の強化の

上で、アメリカ企業・政府は国際標準化機関

における活動も強化している。アメリカ企業・

政府は従来、国際標準化活動に消極的であっ

たが、近年では幹事国業務を積極的に引き受

けており、その数を他国に比べて急速に増や

している。

Ⅳ 暫定的な結論
アメリカ企業・政府のデジュリ・スタンダー

ド掌握への取り組みの強化は、特にロイヤリ

ティー収入の確保にその狙いがあると思われ

る。HDTVと第3世代携帯電話のケースでみ

ると、アメリカ企業は先端技術の開発でリー

ドしたものの、テレビ受像機・携帯端末の製

造自体を主要な収益基盤としていない。つま

り、アメリカ企業は特許を技術標準に絡ませ

て特許権を行使することで自らに有利なライ

センス条件を形成して収益を増大させる戦略

―特許の標準化戦略―を採っていると思われ

る。

アメリカ企業は1980年代に入ってから知的

所有権戦略―特許や著作権を活用して収益増

大・市場シェア回復を図る経営戦略―を活発

化させており、アメリカ政府も競争力政策の

一環として知的所有権の保護強化を推し進め

ていった。特許の標準化戦略はこの知的所有

権戦略の一形態である。

1990年代のアメリカの好景気の中で経常収

支の赤字が惨状を呈しているが、技術貿易収

支の黒字は依然として世界一である。つまり、

アメリカ企業は国際分業の中で戦略的分野に

ついて優位性をもっており、ニューエコノ

ミーとはもの作りではなく頭脳で稼ぐ経済構

造を意味していると考えられる。

（本学経済学部講師）




